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２００８年５月に開始されたふるさと納税制度だが、近年数多くの問題点が取りざたされている。その中

で、ふるさと納税による都道府県内歳入格差の拡大の可能性に焦点を当て改善策を提案する。地方税をグ

ロスとネットの変動係数で比較することで格差の現状とそれに対する解決策を示す。 
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１． はじめに 

２００８年５月に地域復興や地方創生を目的に

施行されたふるさと納税。応援したい自治体に納

税すると返礼品を得ることができるなどの特色を

生かし、都市部の税収を地方に移させることで、地

方を活発化させて都市部との格差是正に効果が期

待できるとされてきた。 

しかし、近年地域住民の財政錯覚や歳入格差に

よる公共サービスの非効率化など、ふるさと納税

制度の問題点が指摘されている。多くの問題点の

中で私たちは、本来の機能とは逆にふるさと納税

が地域間格差を拡大させている可能性があること

ことに着目し、検証を行う。 

 

２．先行研究 

実証分析の先駆的研究としては、伊藤(2023)と

金目(2023)がある。伊藤(2023)では、日本の市町村

を１つとして歳入とその構成要素を人口１人当た

りと実数で比較している。その結果、実数で見ると

ふるさと納税は市区町村間の格差縮小の働きがあ

るが、人口１人当たりで見るとむしろ押上要因に

なっていると述べている。また、金目(2023)はふる

さと納税による純収支と地方税をグロスで都道府

県ごとに比較し、その結果現行のふるさと納税制

度に財政調整の役割は果たされていないと述べて

いる。双方ともに研究の課題として、市町村別の検

証が行われていないため、明確な都道府県格差が

不明瞭であることが挙げられる。 

以上を踏まえて、私たちは財政力指数に着目し、

以下の表から各グループの中でふるさと納税によ

る純収支の最も高い都道府県の地方税と地方税－

ふるさと納税(グロスとネット)の変動係数を比較

し、格差の広がりを検証する。 

(出所）総務省 都道府県財政指数表より引用 
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３．検証結果 

各グループから、大阪府、福岡県、北海道、佐賀県、

高知県、東京都を対象に検証した。検証の結果、ふる

さと納税による格差拡大がみられたのは東京都のみ

で、残りの大阪府、福岡県、北海道、佐賀県、高知県

では格差の縮小がみられた。今回、グロス(ふるさと納

税額のみを考慮した)の分析とネット(ふるさと納税と

経費を考慮した)の分析を行った結果、歳入格差が縮

小した都道府県に関しては、返礼品にかかる負担額

などの経費を含めたすべてのふるさと納税の活動が

地方税の歳入格差を縮小しているとわかった。一方、

格差が拡大した東京都は他の都道府県に比べて１人

当たりのふるさと納税額が少なかったことが格差の拡

大した要因ではないかと考えられる。 

 

 

４．政策提言 

 検証結果をもとに、東京都のような財政力の高

い自治体では税収流入による歳入減少が深刻化し

ていることで格差が拡大していると考えられる。

そこで、財政力が一定以上の自治体に対してふる

さと納税控除額に上限を設定し、税収流出の影響

を抑える仕組みの導入を提案する。また、ふるさと

納税による税収流出が一定額を超えた場合に自動

適用される特別交付金を国から支給する特別調整

措置の設置を提案する。この措置によって、財政力

の高い自治体がふるさと納税の影響で過度な財政

負担を強いられる事態を回避することが期待でき

る。都市部と地方自治体のバランスを取りながら、

地域住民に必要なサービスやインフラを整えるこ

とで、ふるさと納税による全国的な財政の公平性

が期待される。 

 

５．おわりに 

私たちは、先行研究とは違って財政力指数のグ

ループごとにふるさと納税の純収支の高い都道府

県の地方税と地方税－ふるさと納税を比較した。

研究の限界としては、より格差の現状を明確にす

るには、一部の都道府県に注目するのではなく全

都道府県の全都市を調査する必要があることだ。

また、全都道府県を調査したうえで、格差是正に対

する政策提言も併せて必要である。 
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